











































































































































1～2人 1．O …1 1．0
3～4人 1．6 1．O 1．2
5～9人 2．2 1．1 1．3




50～59人 2．3 1．1 1．1
100人以上 4．O 1．O ≡ 1．1






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































未組織小売店 47％ 6％計 1OO％ 100％
小　売　店　数 225，OOO 175，500
売　　上　　高 270薩マルク 425憾旬ルク
　表9は昨年来日したエデカ連合会の市場調査部長ベルナールシエール氏の示
Lたものだが，ドイツにおいて食料品の売上高に対するボラソタリーチエーソ
の市場占拠率はきわめて大きく，この10年間における未組織小売店の占拠率
がきわめて低減していることに注目したい。
　このようなボラソタリチエーンの一環としてのエデカ加盟店は見た目には，
目本の商店同様，小規模店ではあるが，その背後の組織化を考えるとき，そこ
に巨犬チェーンとしての近代的経営を見出すのである。店舗の巨大化を誇るの
ではなく，組織の巨大化を誇らかに解説したシエール氏によれぱ，エデカ出現
は1907年ということだが，第一次大戦後消費協同組合の脅威から自衛のため
小売店が数多く結集して今日に至ったという。ヨーロヅパでは，このように消
費組合からの圧追そして単一企業のチエンストアの脅威に対抗して，エデカの
ような小売主宰かまたは卸主宰であるかはとにかくして，ボラソタリチエーソ
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が出現したわけで，つぎの表10でみるように・今日では国境を越えて巨大組
織として威力を発揮しているものも多い。これらはいづれも・何万という小売
店，そして何百という卸店を包含するものである。日本の現在のポラソタリチ
エーソは，前述のように，まだチエイン総数100以下，参加小売店総数2万2
千店ということで，しかもそれは全業種にわたるものであるから，食品中心
のニデカーっにも及ぱないと言ってよい。目本のボラソタリチニー1■は，卸段
階でのむすびっきが成立するときにはじめて欧米流のそれと肩をならべて比較
できるということで，いまの状況は，極論するならば・欧米流のボラソタリチ
ーソの分類に形式的に入るかも知れないが，活動内容からみれば，入らないと
言ってもよいのではなかろうか。目本ではこのような状況で，多くの商店が近
代化意欲がないから，それが逆に言えば単一企業としてのチエーンストアが急
速にこのところ発達してきた理由にもな飢がそれにしても近い将来において・
　　表10　西ヨーロヅバの国際的ボラソタリチエーソ（食品）関係
　国　名SPARV696CentraVWO　TIP
オーストリア　　　1，934
ベルギ　ー・ルクセソブルグ　　　1・085
デ　ソ　マ　ー　ク　　　　　959
西ドイツ　11，232
フイソラソド　　　857
フラソス　7，036
アイルラソド　　　250
イタリー　2，263
オラソダ　1，774
ポル　ト　ガル　　　　　400
スェーデソ　　　ー
ス　　イ　　ス　　　ー
スペイソ　5，519
イギリス　3，478
計　　　　　36，787
　193
2．675
5．720
5，O05
　227
5．578
1．518
1．602
4．620
2，875
3．600
　900
5．500
　400
1．200
2，000
30．013　　　　　　14，600
1．600
9．840
1．000
1．000
2．160
1．500
2，600
1．021
1．210
6．800
　635
1，920
19．700　　　　　11，050
1966現在（出所W・H・Wilk㎝s　ed；MOdem　RetaiIi皿g1966，p．23）
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これらより幾廻りも大きい，しかもすぐれた経営管理能力をもつアメリカの会
杜チエーソ，A＆P，ウールワースなどの銚戦をうけることになることを考える
と，まことに憂慮にたえないものがある。アメリカ企業の挑戦をうげて，ヨー
ロソパの企業経営が政府の力を借りることなく，とにかく巻き返し作戦を稜極
的に行って，マネジメソトカの養成に力を入れておることを最近の視察で目の
あたりみてきたが，政府の警告や麦援をまつまでもなく，企業経営自体の問題
として，これからのきびしい変化という挑戦に立向う覚悟をもたない限り日本
の流通近代化は実現できないし，ひいては物価の安定にも貢献できないと申上
げたい・その意味では日本の流通近代化の促進は，ヨ」一ロッパ同様rアメリカ
の挑戦」を適度にうげられる方向をうち出すことによって政策的に実現するこ
とが考えられてよいのではなかろうか，ただ余程，上手な受入れ方をしてゆ
かたいと，多くの企業のショック死をまねくおそれがあるから，流通近代化5
ヶ年計画の実現に当っては，とくに政策担当者のその面での配慮が必要であろ
う。つまり端的に申せば，あまり流通部門へのこまかい支援等を考えるという
よりも，むしろ外から刺戟をいかに適度に流通部門へあててゆくか。それに一
層のきめこまかい配慮をすることが流通近代化の近遣になると申述べたい。流
通近代化5ヶ年計画を推進するに当って，とりあげられるべき諸項目はいづれ
も，もっともなものぱかりであるが，間題はそのいづれに重点をおいて行くこ
とがより効果的かということは，かならずしも答申のなかにはうたわれていな
い，がr商業流通構造調査」からみれぱ心理面ではともかくとして，実践面で
は泰平楽観ムードが大勢を占めている流通部門に対し，たんなる警告啓蒙程度
では，ここ，3，4年での体質強化は覚っかないと思われる。そこで，まづ第
一になしくづL的にでも外資の進出を許すことを通して競争への関心を高める
ことが必要ではないかということたのである。しかも，そのことから，既にセ
ルパン・シ邑レベール氏が指摘した通りアメリカの巨大資本が，資本の大なる
をもってヨーロッパで猛威をふるってきたのではなく，その資本の9割までが
　650
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現地の資金で重かなわれてきた事実，っまり，資本の大なるが故ではなく，す
ぐれた経営管理能力がその猛威を振いおこす原因であることを日本の流通業者
に理解させることを通して，一目も早い経営の近代化を期待するものであるが
それが日本の流通近代化の「必要にして旦十分なる条件」と言えるのではたか
ろうか，欧米においては，目本にみるようた政府の助成策によって流通近代化
が実現してきているのではない，販売競争への対処策として企業経営が自分た
ちの力で生きのびるようする知恵が，すぐれた経営管理能力を養わせ，一早く変
化に対応してゆく才能をみがかせたと言ってよい。答申においては，その点に
もふれており，経営方式および施設の近代化，そして労働カの確保と人材の養
成などにっいても詳綱な提案をしているが，所詮これらは，関係業者の自覚が
ないところでは笛吹げどおどらずにおわってしまう。そして折角の政府の努力
もその割に大きな効果をあげ得次いことになってしまうことをおそれるのであ
る。アメリカやヨーロヅパにおいては，巨大な消費組合活動とか単一企業のチ
エーソストアの発展が，ポランタリチエーンを誕生させるに至った契機となっ
ていることは既述の通りだが，目本のように物価対策との関聯からボラソタリ
チエーソの育成強化に政府が援助するといったことから流通近代化がとりあげ
られたが，かつての統制経済の時代ではともかく，今日のような自由経済のもと
では，かなりの時間をかけないとその実効はあがりにくいと言わざるを得ない，
その意味では既述のようにこれからの資本自由化への政府の対処策如何では，
真に流通近代化を促進することも可能になる絶好のチャソスと言いたい，その
点，政府関係者の，この間題への，これからの十分なる検討を期待Lてやまな
い，産業構造審議会流通部会委員とLて「流通近代化の展望と課題」の作成に
参画し，しかも「商業流通構造調査」にも関係した筆者としては，とくに「今
後5年間における流通政策の基本的方向と政策留意点」のうち以上のように，そ
の方面には十分表明されていないウエイトのおき方でとくに関係者に，これか
らの配慮を希望したわげである。ここでは紙幅の関係上，流通政策の具体的内
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　1託
容の内，第一の「組織化，協業化」に焦点をしぼって論じたことであるが，実
は，そのことから第二の「経営方式および施設の近代化」が結局は間題解決の
カギであることを指摘Lたことになると言ってよい。第三の「労働力の確保と
人材の養成」第四の「敢引慣行および取引体制の適正化」以下第七の「流通金
融の門滑化」にいたる諸項目も既述のような，適度の競争環境の出現に対する
経営管理能力の充実で問題は大都分自ら解決されると言ってもよいのではなか
ろうか，一目も早い流通近代化の実現を願って筆をおきたい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（昭和43年9月10口）
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